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喜多方市外部評価委貞会報告書

本報告書は、平成27年2月2日、2月9日及び2月16日の3回にわたる委員会での議論

を踏まえ、その結果を市長に報告するものです。

委員会では、喜多方市の事務事業の必要性、妥当性、有効性などについて行政外部の客観的

な視点から評価を行いました。

継続的な事務事業の進展を図るため、引き続き、計画、実行、評価、改善といったPDCA

サイクルの観点による見直しや、社会経済情勢の変化、多様な市民ニーズに適時的確に対応で

きる効果性の高い評価システムの確立が求められます。

今後とも、厳しい財政状況の中で、市政が抱える緊急・重要な課題に、迅速・的確に対応で

きる質の高い持続可能な行政経営に努めてください。

平成27年2月16日

喜多方市長　山　口　信　也　様

喜多方市外部評価委員会

委員長　　奥　本　英　樹

副委員長　　長　嶋　理一郎

委　　員　　一ノ瀬　美　枝



目 次

Nb． 実施内容 評価結果 担当部課

1 森林整備箇所の十VER 販売 継続
産業部

農林課

2

ものづくり企業等経営基盤強化支援事業 （もの

改善 産業部

づくり企業等研究開発支援事業、リーン生産方

式等実践支援事業）、ものづくり啓発・人材育成

連携事業、喜多方市産業活性化協議会、企業研 （継続） 商工課

修事業の実施、経営者層育成支援事業の検討 ・

実施

3 物産のP R 、販売促進活動の支援 継続
産業部

観光交流課

4 学力向上プロジェクト事業の実施 拡充
教育部

学校教育課

5

全ての小学校区において放課後児童クラブ （小

拡充
市民部

学校 1年生から3年生まで）の実施。放課後児

童クラブの小学校 4 年生から6 年生までの受

入れ拡大を段階的に進めることとし、上三宮、

第三、熊倉、関柴、第二、豊川、熱塩、加納、 社会福祉課

塩川、堂島、姥堂、駒形、山都及び高郷の 14 小

学校区で拡大を実施するとともに、引き続き拡

大に努める。

6 民間団体同士の交流会の開催 改善
総合政策部

企画政策課



外部評価調書（No．1）

実施施策名 カーボンオフセ ッ トを活用 した森林整備

実施内容名 森林整備箇所の J－VER 販売

担当部課名 産業部　 農林課

評 ①事業の必要性

社会環境や、市民ニ

ーズなどに対応 して

いるかどうか。

・現在の地球規模 の環境 問題 と将来 的な社会情勢 を踏 まえる と、事

価

の

視

点

業 自体の取 り組 みは必要 である。

②事 業の妥 当性

事務事業の目的、対

象、手段等が妥当か

どうか。

・公有林 の整備 は必要 な ことなので、制度 か ら収入 が得 られ るこ と

か ら、事業 としての妥 当性 は高い。

・P R の方法 には改善の余地がある。

③事 業の有効性

事務事業の成果な ど

か ら、住民福祉甲向

上などに効果的か。

・事業 自体の有効性 は あ り、将来的 に環境税や炭素課税が導入 され

た場合 、間伐 を進 めて吸収量 を増や してお くこ とで、市民が メ リ

ッ トを享受 できる ことにな り、強みにな る可能性 はある。

④総合評価

①～③を踏まえて、

・P R の方法 は、市民 に購入 を促す よ りも、市が公有林 の整備 を行

うこ とで、 自然保護 を しなが ら環境 問題 に高 い意識 で取 り組 んで

い るこ とを知 って もら うほ うが効果的に浸透す ると考 え られ る。

施策の方向性を選 ・さ らに、その ことを民間の林業関係者 に知 っても らうこ とによ り、

択。 コメン ト。 よ りよい 山林 の整備 につ なげるこ ともで きる。

・施策の方向性 としては継続 とす る。

施策の方 向性 拡充　 ■悶 ■　 縮 小　　 改善　　 統合　　 廃止　　 休止



外部評価調書（No．2）

・実施施策名
市内ものづ くり企業が技術動 向を学ぶ とともに人材養成 と市内企業間
の連携促進 を図る研修会の開催

実施内容名

ものづ くり企業等経営基盤強化支援事業 （ものづ くり企業等研究開発支

援事業、 リー ン生産方式等実践支援事業）、ものづ くり啓発 ・人材育成

連携事業、喜多方市産業活性化協議会、企業研修事業の実施、経営者層
育成支援事業の検討 ・実施

担当部課名 産業部　 商工課

評 ① 事業の必要性

社会環境や、市民ニ

ーズな どに対応 して

い るか どうか。

・市 内の製造業 を活性化 し、市 内の小学生、 中学生、高校生が市内

価

の

視

点

の企業 に就職す るとい う長期的 ビジ ョンは重要 である。

②事業の妥 当性

事務事業の 目的、対

象、手段等が妥当か

どうか。

・工業振 興 ビジ ョンに基 づい て事業 を実施 して い る点は妥 当で あ

る。

・他 の課 と連携す ることで事業 に広 が りがでて くる可能性 がある。

・各事業 の 目的、 ターゲ ッ ト等 を明確 にす る必要があ る。
③事業の有効性

事務事業の成果 など

か ら、住民福祉 の向

上な どに効果的か。

・各事 業の成果 について も検証 し、問題点 をフィー ドバ ック し、事

業改善につ なげる必要がある。

④総合評価

①～③を踏まえて、

・事業の実施 に よ り、市 内企業 のマネ ジメ ン トの成果 が向上す る、

製 造業が活性化す る、高校 生が市内企 業への就職す ることで人材

の流出が止ま るな どの最 終的な成果 にっなかってい くことが重要

施策の方 向性 を選

択。 コメン ト。

であ ることか ら、改善 を要件 と しつつ継続 とす る。

施策の方向性 拡充　 ■悶 ■　 縮小　　　 荘 司■　 統合　　 廃止　　 休止
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外部評価調書（No．3）

実施施策名
市、生産者、関係機 関、団体が連携 して生産か ら販売 ・消費までを包括

す る喜多方ブラン ドを確立 し、その戦略展開によ り販路拡大を図る

実施内容名 物産の P R 、販売促進活動の支援

担当部課名 産業部　 観光交流課

評 ①事業の必要性

社会環境や、市民ニ

ーズなどに対応 して

いるかどうか。

・市の P R をす る点 につ いて、物産展 を手段 のひ とつ とすれ ば必 要

価

の

視

点

である。

②事 業の妥 当性

事務事業の目的、対

象、手段等が妥当か

ど うかム

・各地 か らのオ ファーがあ る間は、実施す る妥 当性 は高い。

・物産展 を使 い分 け るな ど、 よ り戦 略的な視 点で事 業者 とアイデ ィ

アを練 りなが ら、実施方法を改善 してい く必要が ある。

③事 業の有効性

事務事業の成果な ど

か ら、住民福祉の向

上などに効果的か。

・過去の宮崎県や 隠岐の島の海 士町の事例な どか らも、地方の物産

について首都 圏で知名 度 を上 げるな どのブ ランデ ィングは、地方

が 目標 としている ところで ある。

④ 総合評価

①～③を踏まえて、

・物産展の最終的 な成果は、持 ち運んだ物産 を売 るこ とで はな く、

物産展に足 を運んだ人が市 に興味関心 をもち、観光客 として市 に

来 るこ とで、市 内業者の売 り上 げが増加す るこ とな どにつ なが ら

施策の方向性を選 なければ な らない。そ のた めに観 光客入込数 な どのデー タを もと

択。 コメン ト。 に事業の検証 を繰 り返 し、 よ り戦略的 な位置づ けでの継続 を要望

す る。

施策の方 向性 拡充　 ■悶 ■　 縮小　　 改革　　 統合　　 廃止　　 休止
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外部評価調書（No．4）

実施施策名 学力調査 の分析に基づ く学習指導法の改善 ・授業の充実

実施内容名 学力向上プ ロジェク ト事業の実施

担当部課名 教育部　 学校教育課

評 ①事業の必要性

社会環境や、市民ニ

ーズなどに対応 して

いるかどうか。

・教育 に関 しての予算 の削減 は時代 に逆行す るこ とになるこ とか ら

価

の

視

点

拡充 の意 向は妥 当で あ り、事業 の必要性 も認 め られ る。

②事 業の妥 当性

事務事業の 目的、対

・対象 につ いては、大 きな 目的を考 える と 「児童生徒 」にな るが、単

体の事業 としてみた場合、「教 師な どの子供 に関わ る方々■」になる。

・Q－U テス トな どを先進的 に実施 している点 は、妥 当性は高い。

象、手段等が妥当か ・保護者 の理解 を得 ることに よ り、子供た ちも変わる可能性 がある。

どうか。 教 育上の取 り組 みは、市全 体 と しての理解 が必 要になる ことを発

信 して もらいたい。

③事 業の有効性

事務事業の成果など

・教師の意識 改革につなが らない とい けないが、それ が負担 にな ら

ないかた ちが必要で ある。 逆 に、競争原理 が働 くことに よって負

のイ ンセ ンテ ィブを生み 出さない よ うに しなけれ ばな らない。

か ら、住民福祉の向 ・実施内容は素晴 らしい こ となので、 さ らに有効性 を高め るた めに

上などに効果的か。 は、「教 師な どの子供 に関わ る方々」についての成果指標の設定 が

必要にな る。

④ 総合評価

①～③ を踏まえて、

・児童生徒が もつ学校の楽 しさや友人関係 の満 足感 とい うのは、教

室 内の時間だ けでは な くて、その他の環境 もさま ざまに影 響 して

くる と推測で きるので、市の教育上の 目的や 重点的な施 策 を、他

施策の方向性 を選 課の児童生徒 に関わ る事業 に周知 し、理解 を得 るな ど、連携 の可

択。 コメン ト。 能性 を広げ ることができる。

・有効性 を高め る工夫 を要望 し、拡充 とす る。

施策の方向性
澗 ・ 継続　 縮小 l 改善　 統 合　 廃止　 休止
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外部評価調書（No．5）

実施施策名
昼間保護者のいない児童の預か りによる、児童の健全な育成への寄与 と
保護者 の就労等や子育ての支援

実施内容名

全ての小学校区において放課後児童クラブ （小学校 1 年生から 3 年生ま
で）の実施。放課後児童 クラブの小学校 4 年生か ら 6 年生までの受入れ

拡大 を段階的に進 めることとし、上三宮、第三、熊倉、関柴、第二、豊

川 、熱塩、加納、塩川、堂島、姥堂、駒形、山都及び高郷の 14 小学校
区で拡大を実施するとともに、引き続 き拡大に努 める。

担当部課名 市民部　 社会福祉課

評 ① 事業の必要性

社会環境や、市民ニ

ーズな どに対応 して

いるか どうか。

・少子化対策や女性 の社会進出は、国 としても重点課題 としてお り、

価

の

視

点

保護者 のニーズ もあるこ とか ら、事 業の必要性 は高い。

②事業の妥 当性

事務事業の 目的、対

象、手段等が妥当か

どうか。

・市 のまちづ くりに資す る事業 として、子育て支援 をす る とい う高

い 目標 に沿 う活動 を求 める。

・委託先へ働 きかけを し、工夫 を して もら う余地 はある。

③事業の有効性

事務事業の成果な ど

・放課後 の時間は、児童 の学力 向上や友人 関係 の構築 な どで重要 な

時間 となる。学校教育 を補完す る位置づ けにな りえているので、

さらに有効性 を高めるためには、市 の教育上 の 目標や重点 的な施

から、住民福祉の向 策 につ いて担 当者 に周知 し、理解 を得 ることで連携 の可能性 を広

上な どに効果的か。 げる ことはで きる。

④総合評価

①～③を踏 まえて、

施策の方向性を選

択。 コメン ト。

・現在 は未実施の第一小学校 区への導入 に取 り組 んで もらいたい。

・事業 の内容の充実 と質の向上 を要望 し、拡充 とす る。

施策の方向性 恒駐彊■　 継続　　 縮 小　　 硬善　　 統合　　 廃止　　 休 止
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外部評価調書（No．6）

実施施策名 友好都市 との全市民による地域間交流の促進

実施内容名 民間団体同士の交流会の開催

担当部課名 総合政策部　 企画政策課

評 ①事業の必要性

社会環境や、市民ニ

∵ズなどに対応 して

いるか どうか。

・最終的 には民 間での交流が行 われ るための火付 け役 的な事業に な

価 るが、友好都市 となってい る 自治体 とど うい う関係性 を結びた い

の

視

点

のか、 まずは ビジ ョンを しっか り考 える必要がある。

②事業の妥当性

事務事業の 目的、対

・友好都 市 と協議 を しなが らお互 いW I N －W I N にな るには ど う

すれ ば よいのかを考 え、 よ りシナジー を生む よ うな もの、例 えば

事 業の共同開催 など 、あ る程度 戦略性 を持 って事業 を展 開す るこ

象、手段等が妥当か ともできる。

どうか。 ・目的 とす る成果 を念頭 において事業 を提 案 したほ うが よい。■団体

のマ ッチングも含 めて考え る余 地はある。

③事 業の有効性

事務事業の成果な ど

か ら、住民福祉の向

上などに効果的か。

・住民が友好都 市関係 を理解 し、相互交流が機 能す るこ とは非 常に

良い こ とで ある。 そのた めにも住民 が友好都市 につ いて知 ってい

ることが大切 になる。

④ 総合評価

①～③を踏まえて、

・これ までの交流 の中で議論が あった のであれ ば、 そ こか らな にか

を生み 出す ところまで もって いけれ ば よい。 または、成 果 を生み

出すた め、実現 させ るために提案型で実施す ることもで きる。

施策の方向性を選 ・すで に交流が形 になってい るものがあれ ば、それ を促進 す るかた

択。 コメン ト。 ちでの支援 も可能 である。

・よ り有効な施策 とす るために、改善 を要す る。

施策の方 向性 拡充　　 継続　　 縮小　 ■陛 ■■　 統合　　 廃止　　 休止
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